



















































なされ国民が居住している島を「有人離島」と呼び、2017 年現在 418 島である。
それ以外の 6,430 が「無人離島」である。2020 年 4 月現在の日本の人口は、1億
2,600 万人ほどであるが、有人離島に暮らす人はおよそ 70 万人である。その中で
も瀬戸内海にあり、兵庫県と徳島県と橋でつながっている淡路島には、約 13 万
人が暮らしている。天草上島、天草下島などの島々で構成されている天草市は約




















































が、過去もデータから解析すると 100 年間に 1cm程度沈下しているに過ぎない。
表 1　北方四島の人口
2016 年 2018 年
択捉島 5,934 人 6,409 人
国後島 7,817 人 8,531 人
色丹島 2,917 人 3,070 人
歯舞群島 0人 0人































































を行い、2008 年 6 月に調査を終了し、翌 2009 年 5 月に、大陸棚限界委員会に延









































　2020 年、中国海警局の警備船は年間 330 日も尖閣諸島周辺海域に侵入してい
る。春節と台風の影響により荒天となった日以外は、常時、尖閣諸島周辺に出没
し、領海へ侵入する体制をとっている。
　海上保安庁は、2016 年、約 600 人の尖閣領海警備専従部隊を第 11 管区海上保
安本部石垣保安部に配置し警備にあたっているが、中国警備船の侵入は激しさを
増している。中国海警局の警備船の能力向上も進んでいる。2018 年以降、尖閣




















































































る政策が必要である。そこで、2016（平成 28）年 4月 20 日、政府は、有人国境
離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措
置法」（本論においては有人国境離島法と表記する）を 10 年間の時限立法として
制定し、翌 2017 年 4 月 1 日に施行した。
　日本の国境離島の数は、2017 年時点で 484 島である。その内、有人国境離島
の数は、148 島である。その内、既存の特別な離島政策として制定されている
「奄美群島振興開発特別措置法」「小笠原諸島振興開発特別措置法」「沖縄振興特




























































事業項目 事業費 国　費 県　費 市　費 事業者負担
運賃低廉化 361,334 198,734 81,300 81,300 0
輸送コスト支援 616,522 369,878 61,651 61,688 123,305
雇用機会の拡充 662,034 234,632 58,660 58,666 310,076
滞在型観光（市） 37.415 20.575 4,861 11,979 0























区分 事業者 区　間 料　金 利用者数
新 旧 2017 年度 2016 年度 増減率
航空路 A社 五島～福岡 9,900 14,350 104,171 95,513 9.1%
B 社 五島～長崎 5,700 9,200 37,201 32,552 14.3%
航　路 C社 五島～長崎（F） 2,200 2,250 143,782 161,285 △10.9%
五島～長崎（J） 3,920 5,490 322,070 311,581 3.4%
D社 五島～博多 4,550 4,840 35,202 34,308 2.6%














本土に出荷する加工品を除く最大 23 品目であり、出荷する 1品目に対し原材料
等 1品目（氷、飼料、梱包具等）の移入も補助金の対象となる。また、国土交通
省が所管している離島活性化交付金を利用し、23 品目 1）以外にも戦略産品 2）し
て 4品目まで輸送費の支援を受けることができる。本事業では、海上航空輸送の
往復のコスト等の最大 8割を軽減することになる。負担割合は、国 6/10（地方
公共団体の負担の 3倍を超えない額）、地方公共団体 2/10、事業者 2/10 となっ





































区分 件数 雇用計画数 雇用実数 総事業費 補助金 内国費
創　業 4 12 12 27,970 16,230 10,820
事業拡大 37 137 132 634,064 335,728 223,812













つの切っ掛けとなった。2017 年に対馬市を訪れた韓国人観光客は 35 万 6,316 人。
人口約 3万人の対馬市では、宿泊施設、飲食施設、公共交通機関が少なく、観
光客の受け入れ対応に追われた。さらに 2018 年には、40 万 9,882 人にまで増加
した。多い日には、3,000 人を超える旅行者が対馬海峡を渡り、対馬を訪れてい
た。伸び続ける韓国人旅行者に期待し新たにホテルを建設する企業や飲食店の新
規開店などが進められた。島の経済規模からすると大規模な投資が行われていた
が、2019 年に、いわゆる徴用工問題から日韓関係が悪化したことを受け、急速
に韓国人観光旅行者が減少した。さらに追い打ちをかけたのが、新型コロナウイ
ルスの流行である。国内からの旅行者すら途絶えた。閉店、休業する事業者が多
くなっている。この状態では、新規投資を行った企業及び個人の債務の問題は、
2021 年以降に問題化することが予想される。また、新型コロナウイルス感染者
が、奥尻島においてクラスターを形成したことからもわかるように離島での医療
体制の不備も忘れてはならない。
　新型コロナウイルスの蔓延から社会が回復する時期に歩調を合わせ有効な有人
国境離島政策の実践を望む。
　反面、新型コロナウイルス蔓延下の社会情勢は、遠隔での事業、教育等の可能
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性を大きく膨らませた。都市に居住しなくとも勤務ができる職種が多いことも判
明した。また、都心と地方の二重生活、地方にベースを置いた生活が見直されて
いる。この機会に、有人国境離島政策も見直し、全体的に見直すべきと考える。
一つの参考事例としては、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金を利用した
佐渡島における事例を紹介する。
　TaneCREATIVE（タネ・クリエイティブ）は、コンピュータソフトの保守管
理業務を中心とした IT企業である。東京から佐渡市に移転し、同市の観光業に
関わるweb サイトの制作は、採算を考えず支援している。
　島の中心部近くの古民家を借り上げオフィースには、約 20 人のシステムエン
ジニアなどが働いている。タネ・クリエイティブでは、特定国境離島・雇用促進
事業の補助金を受け新規に 4人を雇用した。二人はUターンで、一人は移住者、
もう一人は島在住者である。未経験者もいるが、人材育成に力を入れ 3年後には
事業を任せることを目標としている。同社の顧客の多くは東京であるため、同社
は都市部から島にお金を持ち込む企業として期待されている。本土と佐渡島の間
には光ファイバーが敷設され、同社のほかにも IT企業が島で事業を進めはじめ、
佐渡島が ITビジネスの拠点となることが期待されている。IT企業で働く人は、
時間の使い方に多様性を持つことができ、中には半農半漁ならぬ、半農半 ITを
目指す人もいるようだ。
　佐渡島では、有人国境離島法を活用し、IT社会に対応した多様性のある島に
変貌しようとしている。島の人口減少に歯止めをかけることは難しいが、島の年
齢構成の若返りや産業構造の変革が進むことで、新たな有人国境離島の在り方の
モデルとなることが期待できよう。
　離島における海洋安全保障は、島民が安心して暮らせる社会環境を構築するこ
とにある。国家は、主権在民であることを忘れず、離島における生活の維持を心
掛ける必要がある。そのためには、離島においても本土と遜色のない生活を送
れる環境支援に政府が動くことであり、離島での教育と医療の充実のために IT、
遠隔情報伝達技術などを用いて、取り組んで行くことが重要であると考える。そ
のために、新型コロナウイルス対策を離島が大きく変わる契機とすることは可能
である。
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